



































































































































































































団　体　自　治 （1）団体自治的教育行政 （2） 団体自治的総合行政
（ミックス）
住　民　自　治 （3）住民自治的教育行政 （4） 住民自治的総合行政
2．現代文化行政の組織化類型
（1）団体自治的教育行政
　（1）のタイプは，現代文化行政が成立してくるまでの伝統的文化行政の組織化であった。
このタイプは，「文化庁的文化行政」として地方自治の主体性確保の視点から批判され
るとともに，文化行政の内容が「芸術文化」に狭く限定されている点において，現代文
化行政が地域環境地域福祉，地域産業などにおける文化性を早道していることから総
合行政確立の視点から批判されることとなった。筆者もその批判は正当的論拠をもって
いると評価できる。
（2）団体自治的総合行政
　（2）のタイプは，（1）のタイプに対する批判から組織化され，先に述べたように現代文化
行政の主流となっているタイプである。すなわち，伝統的な教育行政として展開される
文化行政が文化を狭く限定していることに対して，文化行政の総合性を強調し一般行政
として組織化することを主張したのである。このタイプは，基本的にはさらに三つの論
が提起されている。
　①はこの論の基本論拠を提起した梅樟論を基底にし，アーバンデザイン事業のリー
ダーシップを推進している上田篤氏の論理に代表される（2P。上田氏は，文化施設，文化
財，文化事業行政を拡大して，「文化行政は，地域のドラマを創り出すこと，地域に文
化的な生活空間を演出する」であるとし，文化の視点で都市づくりをプロモートし，総
合行政として文化行政を組織化する実践論を主導したのである。
　②は，①の上田氏の論をさらに徹底化し，教育行政における文化行政を否定する松下
圭一氏の論理である。松下氏は最近著において｛22），教育は高校教育までに限定すべきで，
成人教育や市民文化には教育行政はタッチすべきではないとする論を提起している。松
下氏の論に対しては，すでに社会教育の「公共性」からきびしい批判が提起されてい
　　る。こ・では，文化行政に関わる松下氏の論点を考えてみたい。氏は，いわゆる「市
民文化主義」の立場から，社会教育行政を徹底的に否定し，とくに「条件整備」行政さ
　　　　　　　　　　　　　　　え否定する論理を提起している。この点では，上田論よりも徹底している。しかし，
団体自治そのものがはらんでいる「文化の政治化」については当為的否定を行うのみで，
結果的には許容的である。
　③は，上記した①②の修正型とも言える組織性論であり，主として森啓氏を中心に提
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起されている組織化論である。貸馬は「文化行政」を「行政の文化化」すなわち「行政
の文化的革新」に力点をおいて組織化する視点であり，基本的には文化行政の組織性を
総合行政として一般行政部門に設置する立場をとりつ・も，教育行政もその一部門に積
極的に位置づけている〔25）。さらには，住民自治的総合行政に対しても，自治体職員の自
己改革を通して「接近」する視点をもっていると言える。しかし，それは団体自治の枠
の中での「自己革新」に止まるという限界をもっている。
（3）住民自治的教育行政
　従来の団体自治的教育行政における文化行政を住民自治的教育行政へ転換させる論理
を近年主張しているのは北田耕也氏である。氏は，「社会教育における芸術文化活動は，
地域住民の自主性と主体性を重んじて展開されるべきである㈱。」という原則から，「文
化の政治化」批判を徹底化し，「一般行政に従属化させられている文化行政の自立が必要」
との視点から，逆に，「文化から一般行政を批判する」住民自治的教育行政タイプの文
化行政を展開している。氏は，文化行政の行政的組織性は教育行政として行う視点をと
り，住民自治的教育行政はいわゆる「条件整備」行政に限定されるべきであると論理化
している。
　以上のような北田氏の論理は，団体自治的総合行政に対する批判を住民自治原則の立
場から展開している点で，上記①②論より住民主体論の立場に立っているが，それが「芸
術文化」主体の立場に立っているが故に，文化行政の総合性に言及できない限界をもっ
ていると言えよう。
（4）住民自治的総合行政
　皿の1で指摘したように，筆者は文化行政の主体性と総合性を基本視角として，それ
を現代文化行政の組織性を考える立場から，住民自治的総合行政として組織化する立場
こそが現代文化行政が，「文化の政治化」や「文化の産業化」へ方向づけられない行政
組織化論と考えている。この立場から論理構築を志向しているのは，Hの「教育性関連
（ネットワーク）論」を構築している論者である。その中でも，二宮厚美氏の論は，こ
の立場から一定の方向を提起している。二宮氏は，住民自治的文化行政をいわゆる「公
務労働論」の視点から論じている（2の。氏は公務労働の二重性，すなわち「官治・営利保
障労働と権利・発達保障労働」の矛盾的二重性をふまえたうえで，専門的発達保障，全
国・地域の組織化，地域ネットワーキングの課題を設定している。この行政職員論は個
人の当為的努力に期待する森啓氏の職員論に比較して，住民自治的な方向性をもつ行政
組織性を提起していると言える。
　しかし，二宮氏の論は行政組織体としての組織性は弱体であると言わねばならない。
すなわち，権利・発達保障労働が基盤とする行政組織性の論理の提起に及んでいないと
言わねばならない。この点にかかわって，筆者は地域福祉へ対応する現代地域福祉行政
の行政組織性に言及したが（28），こ・では地域ネットワーキングのコロラリーとして，現
代文化行政の組織性について一つの試論を提示することにする。住民自治的文化行政の
組織性を論理化するには，行政対象の組織性論がまつ設定される必要があろう。この点
にかかわって，将来的にはイタリアの「地区住民評議会」的な地域組織化が設置され，
一定の法的権限が附与されるべきであるが｛28），当面は一定の法権限が附与された「地域
文化評議会」が住民の主体性によって組織化されることが不可欠である。それをふまえ
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て，総合行政としての現代文化行政の行政組織性として，教育委員会のような独自の行
政権限をもつ「文化委員会」を組織すべきである。この点，団体自治的文化行政の立場
から，「文化行政の即題的な推進事務局として，文化行政主管部門を設置する」という「推
進体制」論が提起されているが四，この行政組織論は首長からの独立性や住民の参画性
を保障できない行政組織化であると言える。
　文化行政の基本的性格および行政組織性を論じてきたが，今後さらに，文化行政と地域
文化・地域づくりとの関係の把握や行政組織化の現実的分析が求められている。これらに
ついては，基本視点や問題について提起したことがある力避もっと深化して発表したい。
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